2011年度「労働法」（1月13・17日）

第25・26回　不当労働行為（荒木565～607頁）
第25・26回　講義のねらいレジュメ中に掲げた①～⑥の課題の検討を通じて、不当労働行為制度の概要、不当労働行為の成立要件、不当労働行為に対する救済制度等について検討する。
1. 不当労働行為制度の概要
a. 3種類の不当労働行為（Unfair Labor Practice）

①不利益取扱い
②団交拒否

③支配介入
b. 制度の沿革：科罰主義（旧労組法）から行政救済主義（現行法）へ

c. 不当労働行為制度の目的

憲法具体化説

創設的制度説

2. 不当労働行為の主体

a. 不当労働行為における使用者概念

課題①：番組制作請負会社Ａ社に雇用され、放送会社Ｘ社に出向いて、番組制作業務に従事していた労働者達は、Ｘ社での就業環境改善を求めてＺ労働組合に加入した。Ｚ労組は当初、Ａ社に対してＸ社における就業環境の改善等を要求したが、埒があかないので、実際の就労先であるＸ社に就業環境改善を求めて団体交渉申入れを行った。しかし、Ｘ社は、Ｚ組合の組合員との間には何ら契約関係は存しない（彼らはＡ社の労働者であってＸ社の労働者ではない）ので、それらの者を組織したＺ組合は、労組法7条2号にいうＸ社の「雇用する労働者の代表者」には該当せず、団交する義務はないと主張している。Ｘ社の主張は認められるだろうか。 

i. 労働契約関係に近接した関係

ii. 労働契約関係と同旨しうる労使関係

1) 直接の雇用主が実体のない場合

2) 社外労働者の受入関係で派遣（請負）企業に実体のある場合

４　朝日放送事件
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3) 親子会社関係

4) 偽装解散

b. 使用者への帰責
3. 不当労働行為の成立要件
a. 不利益取扱い(労組法7条１号)
i. 不利益取扱いの禁止事由

1) 労働組合の組合員であること

2) 労働組合に加入し、労働組合を結成しようとしたこと

3) 労働組合の正当な行為

4) 労働委員会への申立てその他の労働委員会手続における言動

ii. 不利益取扱いの態様

課題②：労働組合員であることを理由に採用拒否をすることは労組法7条１号の禁止する不当労働行為となるか。
110　JR北海道・JR貨物事件
iii. 不当労働行為意思

1) 不当労働行為意思の要否
2) 理由(動機)の競合と不当労働行為の成否

課題③：スーパーＹ社の従業員Ｘは、Ａ組合の執行委員長であり、Ｙ社に対して、未払残業代の支払いを強く迫っていた。その頃、Ｘは商品である切り身のシャケ２切パック（200円相当）をスーパーから自宅に持ち帰ったことが発覚したため、Ｙ社は、Ｘを解雇した。Ｘはこの解雇は不当労働行為であると主張している。Ｘの主張は認められるだろうか。
3) 第三者の強要による不利益取扱い

4) 黄犬契約(Yellow-dog contract)

b. 団交拒否（労組法７条２号）

c. 支配介入（労組法７条３号）

i. 支配介入の概念と支配介入の意図

ii. 支配介入の態様

iii. 使用者の言論の自由と支配介入

113　プリマハム事件
iv. 施設管理権の行使と支配介入

114　オリエンタルモーター事件
v. 経費援助

d. 複数組合の併存と不当労働行為

課題④：企業内に労使協調的多数組合と戦闘的少数組合が併存する場合、使用者は両組合に対してどのような態度をとるべきか。両組合に対して同一のボーナス額を提示し、多数組合がそれに合意しボーナスが支給され、少数組合がより高いボーナス支給を求めて合意が成立せず、少数組合員にボーナスが支払われなかった場合、不当労働行為は成立するか。
i. 使用者の中立保持義務

ii. 賃金差別

「大量観察方式」
iii. 団体交渉を経た異別取扱いと不当労働行為

1) 同一条件の提示

2) 残業差別

115　日産自動車事件
4. 不当労働行為の救済手続

a. 概説


b. 初審手続

i. 管轄

ii. 申立て

iii. 申立て期間（労組法27条2項）

iv. 「継続する行為」
118　紅屋商事事件
c. 命令の内容

i. 労働委員会の裁量権

課題⑤：労働委員会という行政委員会に不当労働行為の救済命令を発出する権限を与えるという制度が作られたのは、裁判所ではなしえない労使関係の実態に合致した救済を図ることを企図したものであり、労働委員会には広い裁量が認められる。では、労働委員会は、不当労働行為の成否について裁量権を有するのだろうか。労働委員会の裁量権の行使が違法となるのはどのような場合か。
116　第二鳩タクシー事件
ii. 救済命令と裁量権の限界

要件裁量と効果裁量
iii. 救済の必要性（救済利益）

iv. 命令の効力

d. 再審査手続
5. 取消訴訟（労働委員会命令の司法審査）

6. 不当労働行為の司法救済

課題⑥：労組法７条違反の行為に対して、労働委員会ではなく、裁判所に救済を求めることができるだろうか。


















































































































不当労働行為の司法救済＝裁判所へ





取消訴訟(§27の19)
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不当労働行為の救済手続





行為の日から１年内(§27②)











判決確定





緊急命令(§27の20)





再審査命令





調査・審問





最高裁判所





高等裁判所





地方裁判所





命令確定(§27の13)





中央労働委員会





調査・審問





再審査申立





命令(§27の12)





都道府県労働委員会





不当労働行為救済申立





Ａ派遣(請負)企業





労働者





不履行に対する過料50万(§32)





15日(§27の15)





不履行に対する罰則(§28)





和解(§27の14、27の17)





証人等出頭命令・物件提出命令(§27の7)、宣誓(§27の8)





労働者・労働組合





物件提出命令違反の証拠申出制限


（§27の21）





団体交渉要求





Ｚ労働組合





労働契約





Ｘ受入企業





業務請負契約or





取消訴訟の出訴期間：


使用者30日（§27の19）


労働者・組合６ヶ月（行訴§14①）





労働者派遣契約





不履行に対する過料50万(§32)
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